
流　動　資　産 1,633,306 流　動　負　債 902,816

1,023,861 買 掛 金 743,857

224,080 リース債務（短期） 939

735 未 払 金 63,442

728 未 払 法 人 税 等 9,429

19,082 未 払 消 費 税 等 22,494

997 未 払 費 用 53,735

13,263 契 約 負 債 7,765

454 預 り 金 1,151

350,000 そ の 他 の 流 動 負 債 0

102 固　定　負　債 75,153

固　定　資　産 495,319 リース債務（長期） 78

418,302 退 職 給 付 引 当 金 75,075

364,858 977,969

26,913

18,236 株　主　資　本 1,150,655

0 資　  本　  金 100,000

7,423 資 本 剰 余 金 360,000

870 その他資本剰 余金 360,000

19,776 利 益 剰 余 金 690,655

263 その他利益剰 余金 690,655

19,513 繰 越 利 益 剰 余 金 690,655

57,240

49,313

7,926 1,150,655

2,128,625 2,128,625

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

商 品

原 材 料

売 掛 金

 貸   借   対   照   表

   （２０２２年３月３１日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

現 金 及 び 預 金

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

機 械 及 び 装 置

短 期 貸 付 金

立 替 金

未 収 収 益

純　資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

負　債　合　計

資　産　合　計 負債及び純資産合計

純　資　産　合　計

車 両 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他



       

  

 

個 別 注 記 表 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、２０１６年４月１ 

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 

 

（３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

 

３．引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

 

４．収益および費用の計上基準 

商品または製品の販売に係る収益は、主に卸売または製造等による販売であり、顧客との販

売契約に基づいて商品または製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商

品または製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して

充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）連結納税制度の適用 

   当社は、連結納税制度を適用しております。 

 

（２）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 



       

  

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。

ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020 年法律第 8 号）において創設されたグルー

プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われ

た項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に

関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3項の取扱いにより、「税効果会

計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の

定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法に基づいており

ます。 

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人

税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合

の会計処理および開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021 年 8月 12 日）を適用する

予定です。 

 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

  収益認識に関する会計基準等の適用 

当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）

等を適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。収益認識会計基準の

適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま

す。 

  なお、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を適用した場合の累積的影響はありません。 

また、当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２７２，８２３千円 

 

 

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権  ５１，５７１千円 

短期金銭債務  ５９，７７６千円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

売上高 ５０５，７９３千円 

仕入高     ２１，７８０千円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度の末日における発行済株式の数  普通株式 ９，２００株 

 



       

  

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因 

   繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与未払計上額となっております。 

 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額   １２５，０７３円１８銭 

２．１株当たり当期純利益    ７，１６１円８５銭 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当する事項はありません。 
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